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議案第１０号 

 

こども家庭庁設置法の施行に伴う関係法律の整備に関する法律の施行に 

伴う関係条例の整理に関する条例 

 

こども家庭庁設置法の施行に伴う関係法律の整備に関する法律の施行に伴う

関係条例の整理に関する条例を次のように定める。 

 

   令和５年６月２１日提出 

 

福島町長 鳴海 清春 

 

こども家庭庁設置法の施行に伴う関係法律の整備に関する法律の施行に 

伴う関係条例の整理に関する条例 

 

（福島町子ども・子育て会議条例の一部改正） 

第１条 福島町子ども・子育て会議条例(平成26年福島町条例第6号)の一部を次 

のように改正する。 

改正前 改正後 

(設置) (設置) 

第１条 子ども・子育て支援法(平成2

4年法律第65号。以下「法」という。)

第77条第1項の規定に基づき、福島町

子ども・子育て会議(以下「子ども・

子育て会議」という。)を置く。 

第１条 子ども・子育て支援法(平成2

4年法律第65号。以下「法」という。)

第72条第1項の規定に基づき、福島町

子ども・子育て会議(以下「子ども・

子育て会議」という。)を置く。 

(任務) (任務) 

第２条 子ども・子育て会議は、法第

77条第1項各号に掲げる事務を処理

するものとする。 

第２条 子ども・子育て会議は、法第

72条第1項各号に掲げる事務を処理

するものとする。 

２ （略） ２ （略） 

 

（福島町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部 

改正） 

第２条 福島町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（ 

平成27年福島町条例第3号)の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

(保育の内容) 

第25条 家庭的保育事業者は、児童福

祉施設の設備及び運営に関する基準

(昭和23年厚生省令第63号)第35条に

規定する厚生労働大臣が定める指針 

(保育の内容)  

第25条 家庭的保育事業者は、児童福

祉施設の設備及び運営に関する基準

(昭和23年厚生省令第63号)第35条に

規定する内閣総理大臣が定める指針 
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に準じ、家庭的保育事業の特性に留

意して、保育する乳幼児の心身の状

況等に応じた保育を提供しなければ

ならない。 

に準じ、家庭的保育事業の特性に留

意して、保育する乳幼児の心身の状

況等に応じた保育を提供しなければ

ならない。 

 

（福島町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を 

定める条例の一部改正） 

第３条 福島町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基 

準を定める条例(平成27年福島町条例第13号)の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

第４条 （略） 第４条 （略） 

２ 特定教育・保育施設は、次に掲げ

る特定教育・保育施設の区分に応じ、

当該各号に定める小学校就学前子ど

もの区分ごとの利用定員を定めるも

のとする。ただし、法第19条第1項第

3号に掲げる小学校就学前子どもの

区分にあつては、満1歳に満たない小

学校就学前子ども及び満1歳以上の

小学校就学前子どもに区分して定め

るものとする。 

２ 特定教育・保育施設は、次に掲げ

る特定教育・保育施設の区分に応じ、

当該各号に定める小学校就学前子ど

もの区分ごとの利用定員を定めるも

のとする。ただし、法第19条  第

3号に掲げる小学校就学前子どもの

区分にあつては、満1歳に満たない小

学校就学前子ども及び満1歳以上の

小学校就学前子どもに区分して定め

るものとする。 

(１) 認定こども園 法第19条第1

項各号に掲げる小学校就学前子ど

もの区分 

(１) 認定こども園 法第19条  

  各号に掲げる小学校就学前子ど

 もの区分 

(２) 幼稚園 法第19条第1項第1号

に掲げる小学校就学前子どもの区

分 

(２) 幼稚園 法第19条   第1

号に掲げる小学校就学前子どもの

区分 

(３) 保育所 法第19条第1項第2号

に掲げる小学校就学前子どもの区

分及び同項第3号に掲げる小学校

就学前子どもの区分 

(３) 保育所 法第19条   第2

号に掲げる小学校就学前子どもの

区分及び同条第3号に掲げる小学

校就学前子どもの区分 

(正当な理由のない提供拒否の禁止

等) 

(正当な理由のない提供拒否の禁止

等) 

第６条 （略） 第６条 （略） 

２ 特定教育・保育施設(認定こども園

又は幼稚園に限る。以下この項にお

いて同じ。)は、利用の申込みに係る

法第19条第1項第1号に掲げる小学校

就学前子ども及び当該特定教育・保

育施設を現に利用している同号に掲

げる小学校就学前子どもに該当する

２ 特定教育・保育施設(認定こども園

又は幼稚園に限る。以下この項にお

いて同じ。)は、利用の申込みに係る

法第19条   第1号に掲げる小学

校就学前子ども及び当該特定教育・

保育施設を現に利用している同号に

掲げる小学校就学前子どもに該当す
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教育・保育給付認定子どもの総数が、

当該特定教育・保育施設の同号に掲

げる小学校就学前子どもの区分に係

る利用定員の総数を超える場合にお

いては、抽選、申込みを受けた順序

により決定する方法、当該特定教育・

保育施設の設置者の教育・保育に関

する理念、基本方針等に基づく選考

その他公正な方法により選考しなけ

ればならない。 

る教育・保育給付認定子どもの総数

が、当該特定教育・保育施設の同号

に掲げる小学校就学前子どもの区分

に係る利用定員の総数を超える場合

においては、抽選、申込みを受けた

順序により決定する方法、当該特定

教育・保育施設の設置者の教育・保

育に関する理念、基本方針等に基づ

く選考その他公正な方法により選考

しなければならない。 

３ 特定教育・保育施設(認定こども園

又は保育所に限る。以下この項にお

いて同じ。)は、利用の申込みに係る

法第19条第1項第2号又は第3号に掲

げる小学校就学前子ども及び当該特

定教育・保育施設を現に利用してい

る同項第2号又は第3号に掲げる小学

校就学前子どもに該当する教育・保

育給付認定子どもの総数が、当該特

定教育・保育施設の同項第2号又は第

3号に掲げる小学校就学前子どもの

区分に係る利用定員の総数を超える

場合においては、支給認定に基づき、

保育の必要の程度及び家族等の状況

を勘案し、保育を受ける必要性が高

いと認められる教育・保育給付認定

子どもが優先的に利用できるよう、

選考するものとする。 

３ 特定教育・保育施設(認定こども園

又は保育所に限る。以下この項にお

いて同じ。)は、利用の申込みに係る

法第19条  第2号又は第3号に掲げ

る小学校就学前子ども及び当該特定

教育・保育施設を現に利用している

同条第2号又は第3号に掲げる小学校

就学前子どもに該当する教育・保育

給付認定子どもの総数が、当該特定

教育・保育施設の同条第2号又は第3

号に掲げる小学校就学前子どもの区

分に係る利用定員の総数を超える場

合においては、支給認定に基づき、

保育の必要の程度及び家族等の状況

を勘案し、保育を受ける必要性が高

いと認められる教育・保育給付認定

子どもが優先的に利用できるよう、

選考するものとする。 

４・５ （略） ４・５ （略） 

(あつせん、調整及び要請に対する協

力) 

(あつせん、調整及び要請に対する協

力) 

第７条 （略） 第７条 （略） 

２ 特定教育・保育施設(認定こども園

又は保育所に限る。以下この項にお

いて同じ。)は、法第19条第1項第2号

又は第3号に掲げる小学校就学前子

どもに該当する教育・保育給付認定

子どもに係る当該特定教育・保育施

設の利用について児童福祉法第24条

第3項(同法第73条第1項の規定によ

り読み替えて適用する場合を含む。)

の規定により市町村が行う調整及び

２ 特定教育・保育施設(認定こども園

又は保育所に限る。以下この項にお

いて同じ。)は、法第19条  第2号

又は第3号に掲げる小学校就学前子

どもに該当する教育・保育給付認定

子どもに係る当該特定教育・保育施

設の利用について児童福祉法第24条

第3項(同法第73条第1項の規定によ

り読み替えて適用する場合を含む。)

の規定により市町村が行う調整及び
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要請に対し、できる限り協力しなけ

ればならない。 

要請に対し、できる限り協力しなけ

ればならない。 

(受給資格等の確認) (受給資格等の確認) 

第８条 特定教育・保育施設は、特定

教育・保育の提供を求められた場合

は、教育・保育給付認定保護者の提

示する支給認定証によつて、教育・

保育給付認定の有無、教育・保育給

付認定保護者の該当する法第19条第

1項各号に掲げる小学校就学前子ど

もの区分、教育・保育給付認定の有

効期間、保育必要量(法第20条第3項

に規定する保育必要量をいう。)等を

確かめるものとする。 

第８条 特定教育・保育施設は、特定

教育・保育の提供を求められた場合

は、教育・保育給付認定保護者の提

示する支給認定証によつて、教育・

保育給付認定の有無、教育・保育給

付認定保護者の該当する法第19条 

  各号に掲げる小学校就学前子ど

もの区分、教育・保育給付認定の有

効期間、保育必要量(法第20条第3項

に規定する保育必要量をいう。)等を

確かめるものとする。 

(利用者負担額等の受領) (利用者負担額等の受領) 

第13条 （略） 第13条 （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 特定教育・保育施設は、前3項の支

払を受ける額のほか、特定教育・保

育において提供される便宜に要する

費用のうち、次に掲げる費用の額の

支払を教育・保育給付認定保護者か

ら受けることができる。 

４ 特定教育・保育施設は、前3項の支

払を受ける額のほか、特定教育・保

育において提供される便宜に要する

費用のうち、次に掲げる費用の額の

支払を教育・保育給付認定保護者か

ら受けることができる。 

(１)・(２) （略） (１)・(２) （略） 

(３) 食事の提供(次に掲げるもの

を除く。)に要する費用 

(３) 食事の提供(次に掲げるもの

を除く。)に要する費用 

ア 次の(ア)又は(イ)に掲げる満

3歳以上教育・保育給付認定子ど

ものうち、その教育・保育給付

認定保護者及び当該教育・保育

給付認定保護者と同一の世帯に

属する者に係る市町村民税所得

割合算額がそれぞれ(ア)又は

(イ)に定める金額未満であるも

のに対する副食の提供 

ア 次の(ア)又は(イ)に掲げる満

3歳以上教育・保育給付認定子ど

ものうち、その教育・保育給付

認定保護者及び当該教育・保育

給付認定保護者と同一の世帯に

属する者に係る市町村民税所得

割合算額がそれぞれ(ア)又は

(イ)に定める金額未満であるも

のに対する副食の提供 

(ア) 法第19条第1項第1号に掲

げる小学校就学前子どもに該

当する教育・保育給付認定子

ども 7万7,101円 

(ア) 法第19条   第1号に

掲げる小学校就学前子どもに

該当する教育・保育給付認定

子ども 7万7,101円 

(イ) 法第19条第1項第2号に掲

げる小学校就学前子どもに該

(イ) 法第19条   第2号に

掲げる小学校就学前子どもに

8



当する教育・保育給付認定子

ども(特定満3歳以上保育認定

子どもを除く。イ(イ)におい

て同じ。) 5万7,700円(令第

4条第2項第6号に規定する特

定教育・保育給付認定保護者

にあつては、7万7,101円) 

該当する教育・保育給付認定

子ども(特定満3歳以上保育認

定子どもを除く。イ(イ)にお

いて同じ。) 5万7,700円(令

第4条第2項第6号に規定する

特定教育・保育給付認定保護

者にあつては、7万7,101円) 

イ 次の(ア)又は(イ)に掲げる満

3歳以上教育・保育給付認定子ど

ものうち、負担額算定基準子ど

も又は小学校第三学年終了前子

ども(小学校、義務教育学校の前

期課程又は特別支援学校の小学

部の第一学年から第三学年まで

に在籍する子どもをいう。以下

イにおいて同じ。)が同一の世帯

に3人以上いる場合にそれぞれ

(ア)又は(イ)に定める者に該当

するものに対する副食の提供

(アに該当するものを除く。) 

イ 次の(ア)又は(イ)に掲げる満

3歳以上教育・保育給付認定子ど

ものうち、負担額算定基準子ど

も又は小学校第三学年終了前子

ども(小学校、義務教育学校の前

期課程又は特別支援学校の小学

部の第一学年から第三学年まで

に在籍する子どもをいう。以下

イにおいて同じ。)が同一の世帯

に3人以上いる場合にそれぞれ

(ア)又は(イ)に定める者に該当

するものに対する副食の提供

(アに該当するものを除く。) 

(ア) 法第19条第1項第1号に掲

げる小学校就学前子どもに該

当する教育・保育給付認定子

ども 負担額算定基準子ども

又は小学校第三学年終了前子

ども(そのうち最年長者及び2

番目の年長者である者を除

く。)である者 

(ア) 法第19条   第1号に

掲げる小学校就学前子どもに

該当する教育・保育給付認定

子ども 負担額算定基準子ど

も又は小学校第三学年終了前

子ども(そのうち最年長者及

び2番目の年長者である者を

除く。)である者 

(イ) 法第19条第1項第2号に掲

げる小学校就学前子どもに該

当する教育・保育給付認定子

ども 負担額算定基準子ども

(そのうち最年長者及び2番目

の年長者である者を除く。)で

ある者 

(イ) 法第19条   第2号に

掲げる小学校就学前子どもに

該当する教育・保育給付認定

子ども 負担額算定基準子ど

も(そのうち最年長者及び2番

目の年長者である者を除く。)

である者 

ウ 満3歳未満保育認定子どもに

対する食事の提供 

ウ 満3歳未満保育認定子どもに

対する食事の提供 

(４)・(５) （略） (４)・(５) （略） 

５・６ （略） ５・６ （略） 

(特定教育・保育の取扱方針) (特定教育・保育の取扱方針) 

第15条 特定教育・保育施設は、次の 第15条 特定教育・保育施設は、次の
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各号に掲げる施設の区分に応じて、

それぞれ当該各号に定めるものに基

づき、小学校就学前子どもの心身の

状況等に応じて、特定教育・保育の

提供を適切に行わなければならな

い。 

各号に掲げる施設の区分に応じて、

それぞれ当該各号に定めるものに基

づき、小学校就学前子どもの心身の

状況等に応じて、特定教育・保育の

提供を適切に行わなければならな

い。 

(１)・(２) （略） (１)・(２) （略） 

(３) 幼稚園 幼稚園教育要領(学

校教育法(昭和22年法律第26号)第

25条   の規定に基づき文部科

学大臣が定める幼稚園の教育課程

その他の教育内容に関する事項を

いう。) 

(３) 幼稚園 幼稚園教育要領(学

校教育法(昭和22年法律第26号)第

25条第1項の規定に基づき文部科

学大臣が定める幼稚園の教育課程

その他の教育内容に関する事項を

いう。) 

(４) 保育所 児童福祉施設の設備

及び運営に関する基準(昭和23年

厚生省令第63号)第35条の規定に

基づき保育所における保育の内容

について厚生労働大臣が定める指

針 

(４) 保育所 児童福祉施設の設備

及び運営に関する基準(昭和23年

厚生省令第63号)第35条の規定に

基づき保育所における保育の内容

について内閣総理大臣が定める指

針 

２ （略） ２ （略） 

(運営規程) (運営規程) 

第20条 特定教育・保育施設は、次に

掲げる施設の運営についての重要事

項に関する規程(第23条において「運

営規程」という。)を定めておかなけ

ればならない。 

第20条 特定教育・保育施設は、次に

掲げる施設の運営についての重要事

項に関する規程(第23条において「運

営規程」という。)を定めておかなけ

ればならない。 

(１)～(３) （略） (１)～(３) （略） 

(４) 特定教育・保育の提供を行う

日(法第19条第1項第1号に掲げる

小学校就学前子どもの区分に係る

利用定員を定めている施設にあつ

ては、学期を含む。以下この号に

おいて同じ。)及び時間並びに特定

教育・保育の提供を行わない日 

(４) 特定教育・保育の提供を行う

日(法第19条  第1号に掲げる小

学校就学前子どもの区分に係る利

用定員を定めている施設にあつて

は、学期を含む。以下この号にお

いて同じ。)及び時間並びに特定教

育・保育の提供を行わない日 

(５)～(11) （略） (５)～(11) （略） 

(特別利用保育の基準) (特別利用保育の基準) 

第35条 特定教育・保育施設(保育所に

限る。以下この条において同じ。)が

法第19条第1項第1号に掲げる小学校

就学前子どもに該当する教育・保育

給付認定子どもに対し特別利用保育

第35条 特定教育・保育施設(保育所に

限る。以下この条において同じ。)が

法第19条   第1号に掲げる小学

校就学前子どもに該当する教育・保

育給付認定子どもに対し特別利用保
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を提供する場合には、法第34条第1項

第3号に規定する基準を遵守しなけ

ればならない。 

育を提供する場合には、法第34条第

1項第3号に規定する基準を遵守しな

ければならない。 

２ 特定教育・保育施設が、前項の規

定により特別利用保育を提供する場

合には、当該特別利用保育に係る法

第19条第1項第1号に掲げる小学校就

学前子どもに該当する教育・保育給

付認定子ども及び当該特定教育・保

育施設を現に利用している同項第2

号に掲げる小学校就学前子どもに該

当する教育・保育給付認定子どもの

総数が、第4条第2項第3号の規定によ

り定められた法第19条第1項第2号に

掲げる小学校就学前子どもに係る利

用定員の総数を超えないものとす

る。 

２ 特定教育・保育施設が、前項の規

定により特別利用保育を提供する場

合には、当該特別利用保育に係る法

第19条   第1号に掲げる小学校

就学前子どもに該当する教育・保育

給付認定子ども及び当該特定教育・

保育施設を現に利用している同条第

2号に掲げる小学校就学前子どもに

該当する教育・保育給付認定子ども

の総数が、第4条第2項第3号の規定に

より定められた法第19条   第2

号に掲げる小学校就学前子どもに係

る利用定員の総数を超えないものと

する。 

３ 特定教育・保育施設が、第1項の規

定により特別利用保育を提供する場

合には、特定教育・保育には特別利

用保育を、施設型給付費には特例施

設型給付費(法第28条第1項の特例施

設型給付費をいう。次条第3項におい

て同じ。)を、それぞれ含むものとし

て、前款(第6条第3項及び第7条第2項

を除く。)の規定を適用する。この場

合において、第6条第2項中「特定教

育・保育施設(認定こども園又は幼稚

園に限る。以下この項において同

じ。)」とあるのは「特定教育・保育

施設(特別利用保育を提供している

施設に限る。以下この項において同

じ。)」と、「法第19条第1項第1号に

掲げる小学校就学前子どもに該当す

る教育・保育給付認定子ども」とあ

るのは「法第19条第1項第1号又は 

 第2号に掲げる小学校就学前子ど

もに該当する教育・保育給付認定子

ども」と、「法第19条第1項第1号に

掲げる小学校就学前子どもの区分に

係る利用定員の総数」とあるのは「法

第19条第1項第2号に掲げる小学校就

３ 特定教育・保育施設が、第1項の規

定により特別利用保育を提供する場

合には、特定教育・保育には特別利

用保育を、施設型給付費には特例施

設型給付費(法第28条第1項の特例施

設型給付費をいう。次条第3項におい

て同じ。)を、それぞれ含むものとし

て、前款(第6条第3項及び第7条第2項

を除く。)の規定を適用する。この場

合において、第6条第2項中「特定教

育・保育施設(認定こども園又は幼稚

園に限る。以下この項において同

じ。)」とあるのは「特定教育・保育

施設(特別利用保育を提供している

施設に限る。以下この項において同

じ。)」と、「同号       に

掲げる小学校就学前子どもに該当す

る教育・保育給付認定子ども」とあ

るのは「同号       又は同

条第2号に掲げる小学校就学前子ど

もに該当する教育・保育給付認定子

ども」と、           
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学前子どもの区分に係る利用定員の

総数」と、第13条第2項中「法第27条

第3項第1号に掲げる額」とあるのは

「法第28条第2項第2号の内閣総理大

臣が定める基準により算定した費用

の額」と、同条第4項第3号イ(ア)中

「教育・保育給付認定子ども」とあ

るのは「教育・保育給付認定子ども

                

                

                

    (特別利用保育を受ける者

を含む。)」とする。 

                

      第13条第2項中「法第2

7条第3項第1号に掲げる額」とあるの

は「法第28条第2項第2号の内閣総理

大臣が定める基準により算定した費

用の額」と、同条第4項第3号イ(ア)

中「教育・保育給付認定子ども」と

あるのは「教育・保育給付認定子ど

も(特別利用保育を受ける者を除

く。)」と、同号イ(イ)中「教育・保

育給付認定子ども」とあるのは「教

育・保育給付認定子ども(特別利用保

育を受ける者を含む。)」する。 

(特別利用教育の基準) (特別利用教育の基準) 

第36条 特定教育・保育施設(幼稚園に

限る。以下この条において同じ。)が

法第19条第1項第2号に掲げる小学校

就学前子どもに該当する教育・保育

給付認定子どもに対し、特別利用教

育を提供する場合には、法第34条第

1項第2号に規定する基準を遵守しな

ければならない。 

第36条 特定教育・保育施設(幼稚園に

限る。以下この条において同じ。)が

法第19条   第2号に掲げる小学校

就学前子どもに該当する教育・保育

給付認定子どもに対し、特別利用教

育を提供する場合には、法第34条第

1項第2号に規定する基準を遵守しな

ければならない。 

２ 特定教育・保育施設が、前項の規

定により特別利用教育を提供する場

合には、当該特別利用教育に係る法

第19条第1項第2号に掲げる小学校就

学前子どもに該当する教育・保育給

付認定子どもの数及び当該特定教

育・保育施設を現に利用している同

項第1号に掲げる小学校就学前子ど

もに該当する教育・保育給付認定子

どもの総数が、第4条第2項第2号の規

定により定められた法第19条第1項

第1号に掲げる小学校就学前子ども

に係る利用定員の総数を超えないも

のとする。 

２ 特定教育・保育施設が、前項の規

定により特別利用教育を提供する場

合には、当該特別利用教育に係る法

第19条   第2号に掲げる小学校就

学前子どもに該当する教育・保育給

付認定子どもの数及び当該特定教

育・保育施設を現に利用している同

条第1号に掲げる小学校就学前子ど

もに該当する教育・保育給付認定子

どもの総数が、第4条第2項第2号の規

定により定められた法第19条  第

1号に掲げる小学校就学前子どもに

係る利用定員の総数を超えないもの

とする。 

３ 特定教育・保育施設が、第1項の規

定により特別利用教育を提供する場

合には、特定教育・保育には特別利

用教育を、施設型給付費には特例施

設型給付費を、それぞれ含むものと

して、前款(第6条第3項及び第7条第

３ 特定教育・保育施設が、第1項の規

定により特別利用教育を提供する場

合には、特定教育・保育には特別利

用教育を、施設型給付費には特例施

設型給付費を、それぞれ含むものと

して、前款(第6条第3項及び第7条第
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2項を除く。)の規定を適用する。こ

の場合において、第6条第2項中「利

用の申込みに係る法第19条第1項第1

号に掲げる小学校就学前子ども数」

とあるのは「利用の申込みに係る法

第19条第1項第2号に掲げる小学校就

学前子ども数」と、「法第19条第1項

第1号に掲げる小学校就学前子ども

に該当する教育・保育給付認定子ど

もの総数」とあるのは「法第19条第

1項第1号又は第2号に掲げる小学校

就学前子どもに該当する教育・保育

給付認定子どもの総数」と、   

             第13条

第2項中「法第27条第3項第1号に掲げ

る額」とあるのは「法第28条第2項第

3号の内閣総理大臣が定める基準に

より算出した費用の額」と同条第4項

第3号イ(ア)中「教育・保育給付認定

子ども」とあるのは「教育・保育給

付認定子ども(特別利用教育を受け

る者を含む。)」と、同号イ(イ)中「教

育・保育給付認定子ども」とあるの

は「教育・保育給付認定子ども(特別

利用教育を受ける者を除く。)」とす

る。 

2項を除く。)の規定を適用する。こ

の場合において、第6条第2項中「利

用の申込みに係る法第19条   第1

号に掲げる小学校就学前子ども数」

とあるのは「利用の申込みに係る法

第19条   第2号に掲げる小学校

就学前子ども数」と、「同号   

     に掲げる小学校就学前子

どもに該当する教育・保育給付認定

子ども   」とあるのは「同条第

1号    又は第2号に掲げる小学

校就学前子どもに該当する教育・保

育給付認定子ども   」と、「の

同号」とあるのは「の同条第1号」と、

第13条第2項中「法第27条第3項第1号

に掲げる額」とあるのは「法第28条

第2項第3号の内閣総理大臣が定める

基準により算出した費用の額」と同

条第4項第3号イ(ア)中「教育・保育

給付認定子ども」とあるのは「教育・

保育給付認定子ども(特別利用教育

を受ける者を含む。)」と、同号イ(イ)

中「教育・保育給付認定子ども」と

あるのは「教育・保育給付認定子ど

も(特別利用教育を受ける者を除

く。)」とする。 

第37条 特定地域型保育事業(事業所

内保育事業を除く。)の利用定員(法

第29条第1項の確認において定める

ものに限る。以下この章において同

じ。)の数は、家庭的保育事業にあつ

ては1人以上5人以下とし、小規模保

育事業A型(家庭的保育事業等の設備

及び運営に関する基準(平成26年厚

生労働省令第61号)第28条に規定す

る小規模保育事業A型をいう。第42条

第3項第1号において同じ。)及び小規

模保育事業B型(同条   に規定す

る小規模保育事業B型をいう。第42条

第3項第1号において同じ。)にあつて

は6人以上19人以下とし、小規模保育

事業C型(同条   に規定する小規

第37条 特定地域型保育事業(事業所

内保育事業を除く。)の利用定員(法

第29条第1項の確認において定める

ものに限る。以下この章において同

じ。)の数は、家庭的保育事業にあつ

ては1人以上5人以下とし、小規模保

育事業A型(家庭的保育事業等の設備

及び運営に関する基準(平成26年厚

生労働省令第61号)第28条に規定す

る小規模保育事業A型をいう。第42条

第3項第1号において同じ。)及び小規

模保育事業B型(同令第31条に規定す

る小規模保育事業B型をいう。第42条

第3項第1号において同じ。)にあつて

は6人以上19人以下とし、小規模保育

事業C型(同令第33条に規定する小規
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模保育事業C型をいう。附則第4条に

おいて同じ。)にあつては6人以上10

人以下、居宅訪問型保育事業にあつ

ては1人とする。 

模保育事業C型をいう。附則第4条に

おいて同じ。)にあつては6人以上10

人以下、居宅訪問型保育事業にあつ

ては1人とする。 

２ 特定地域型保育事業者は、特定地

域型保育の種類及び当該特定地域型

保育の種類に係る特定地域型保育事

業を行う事業所(以下「特定地域型保

育事業所」という。)ごとに、法第1

9条第1項第3号に掲げる小学校就学

前子どもに係る利用定員(事業所内

保育事業を行う事業所にあつては、

家庭的保育事業等の設備及び運営に

関する基準第42条の規定を踏まえ、

その雇用する労働者の監護する小学

校就学前子どもを保育するため当該

事業所内保育事業を自ら施設を設置

して行う事業主に係る当該小学校就

学前子ども(当該事業所内保育事業

が、事業主団体に係るものにあつて

は事業主団体の構成員である事業主

の雇用する労働者の監護する小学校

就学前子どもとし、共済組合等(児童

福祉法第6条の3第12項第1号ハに規

定する共済組合等をいう。)に係るも

のにあつては共済組合等の構成員

(同号ハに規定する共済組合等の構

成員をいう。)の監護する小学校就学

前子どもとする。)及びその他の小学

校就学前子どもごとに定める法第19

条第1項第3号に掲げる小学校就学前

子どもに係る利用定員とする。)を、

満1歳に満たない小学校就学前子ど

もと満1歳以上の小学校就学前子ど

もに区分して定めるものとする。 

２ 特定地域型保育事業者は、特定地

域型保育の種類及び当該特定地域型

保育の種類に係る特定地域型保育事

業を行う事業所(以下「特定地域型保

育事業所」という。)ごとに、法第1

9条  第3号に掲げる小学校就学前

子どもに係る利用定員(事業所内保

育事業を行う事業所にあつては、家

庭的保育事業等の設備及び運営に関

する基準第42条の規定を踏まえ、そ

の雇用する労働者の監護する小学校

就学前子どもを保育するため当該事

業所内保育事業を自ら施設を設置し

て行う事業主に係る当該小学校就学

前子ども(当該事業所内保育事業が、

事業主団体に係るものにあつては事

業主団体の構成員である事業主の雇

用する労働者の監護する小学校就学

前子どもとし、共済組合等(児童福祉

法第6条の3第12項第1号ハに規定す

る共済組合等をいう。)に係るものに

あつては共済組合等の構成員(同号

ハに規定する共済組合等の構成員を

いう。)の監護する小学校就学前子ど

もとする。)及びその他の小学校就学

前子どもごとに定める法第19条  

 第3号に掲げる小学校就学前子ど

もに係る利用定員とする。)を、満1

歳に満たない小学校就学前子どもと

満1歳以上の小学校就学前子どもに

区分して定めるものとする。 

(正当な理由のない提供拒否の禁止

等) 

(正当な理由のない提供拒否の禁止

等) 

第39条 （略） 第39条 （略） 

２ 特定地域型保育事業者は、利用の

申込みに係る法第19条第1項第3号に

掲げる小学校就学前子ども及び特定

地域型保育事業所を現に利用してい

２ 特定地域型保育事業者は、利用の

申込みに係る法第19条   第3号

に掲げる小学校就学前子ども及び特

定地域型保育事業所を現に利用して
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る満3歳未満保育認定子ども(特定満

3歳以上保育認定子どもを除く。以下

この節において同じ。)の総数が、当

該特定地域型保育事業所の同号に掲

げる小学校就学前子どもの区分に係

る利用定員の総数を超える場合にお

いては、支給認定に基づき、保育の

必要の程度及び家族等の状況を勘案

し、保育を受ける必要性が高いと認

められる満3歳未満保育認定子ども

が優先的に利用できるよう、選考す

るものとする。 

いる満3歳未満保育認定子ども(特定

満3歳以上保育認定子どもを除く。以

下この節において同じ。)の総数が、

当該特定地域型保育事業所の同号に

掲げる小学校就学前子どもの区分に

係る利用定員の総数を超える場合に

おいては、支給認定に基づき、保育

の必要の程度及び家族等の状況を勘

案し、保育を受ける必要性が高いと

認められる満3歳未満保育認定子ど

もが優先的に利用できるよう、選考

するものとする。 

３・４ （略） ３・４ （略） 

(特定地域型保育の取扱方針) (特定地域型保育の取扱方針) 

第44条 特定地域型保育事業者は、児

童福祉施設の設備及び運営に関する

基準第35条の規定に基づき保育所に

おける保育の内容について厚生労働

大臣が定める指針に準じ、それぞれ

の事業の特性に留意して、小学校就

学前子どもの心身の状況等に応じ

て、特定地域型保育の提供を適切に

行わなければならない。 

第44条 特定地域型保育事業者は、児

童福祉施設の設備及び運営に関する

基準第35条の規定に基づき保育所に

おける保育の内容について内閣総理

大臣が定める指針に準じ、それぞれ

の事業の特性に留意して、小学校就

学前子どもの心身の状況等に応じ

て、特定地域型保育の提供を適切に

行わなければならない。 

(特別利用地域型保育の基準) (特別利用地域型保育の基準) 

第51条 特定地域型保育事業者が法第

19条第1項第1号に掲げる小学校就学

前子どもに該当する教育・保育給付

認定子どもに対し特別利用地域型保

育を提供する場合には、法第46条第

1項に規定する地域型保育事業の認

可基準を遵守しなければならない。 

第51条 特定地域型保育事業者が法第

19条   第1号に掲げる小学校就

学前子どもに該当する教育・保育給

付認定子どもに対し特別利用地域型

保育を提供する場合には、法第46条

第1項に規定する地域型保育事業の

認可基準を遵守しなければならな

い。 

２ 特定地域型保育事業者が、前項の

規定により特別利用地域型保育を提

供する場合には、当該特別利用地域

型保育に係る法第19条第1項第1号に

掲げる小学校就学前子どもに該当す

る教育・保育給付認定子どもの数及

び特定地域型保育事業所を現に利用

している満3歳未満保育認定子ども

(次条第1項の規定により特定利用地

域型保育を提供する場合にあつて

２ 特定地域型保育事業者が、前項の

規定により特別利用地域型保育を提

供する場合には、当該特別利用地域

型保育に係る法第19条   第1号

に掲げる小学校就学前子どもに該当

する教育・保育給付認定子どもの数

及び特定地域型保育事業所を現に利

用している満3歳未満保育認定子ど

も(次条第1項の規定により特定利用

地域型保育を提供する場合にあつて
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は、当該特定利用地域型保育の対象

となる法第19条第1項第2号に掲げる

小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子どもを含む。)の

総数が、第37条第2項の規定により定

められた利用定員の総数を超えない

ものとする。 

は、当該特定利用地域型保育の対象

となる法第19条   第2号に掲げ

る小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子どもを含む。)の

総数が、第37条第2項の規定により定

められた利用定員の総数を超えない

ものとする。 

３ 特定地域型保育事業者が、第1項の

規定により特別利用地域型保育を提

供する場合には、特定地域型保育に

は特別利用地域型保育を、地域型保

育給付費には特例地域型保育給付費

(法第30条第1項の特例地域型保育給

付費をいう。次条第3項において同

じ。)を、それぞれ含むものとして、

この節(第40条第2項を除き、前条に

おいて準用する第8条から第14条ま

で(第10条及び第13条を除く。)、第

17条から第19条まで及び第23条から

第33条までを含む。次条第3項におい

て同じ。)の規定を適用する。この場

合において、第39条第2項中「利用の

申込みに係る法第19条第1項第3号に

掲げる小学校就学前子どもの数」と

あるのは「利用の申込みに係る法第

19条第1項第1号に掲げる小学校就学

前子どもの数」と、「満3歳未満保育

認定子ども(特定満3歳以上保育認定

子どもを除く。以下この節において

同じ。)」とあるのは「法第19条第1

項第1号又は  第3号に掲げる小学

校就学前子どもに該当する教育・保

育給付認定子ども(第52条第1項の規

定により特定利用地域型保育を提供

する場合にあつては、当該特定利用

地域型保育の対象となる法第19条第

1項第2号に掲げる小学校就学前子ど

もに該当する教育・保育給付認定子

どもを含む。)」と、「法第20条第4

項の規定            

による認定に基づき、保育の必要の

程度及び家族等の状況を勘案し、保

３ 特定地域型保育事業者が、第1項の

規定により特別利用地域型保育を提

供する場合には、特定地域型保育に

は特別利用地域型保育を、地域型保

育給付費には特例地域型保育給付費

(法第30条第1項の特例地域型保育給

付費をいう。次条第3項において同

じ。)を、それぞれ含むものとして、

この節(第40条第2項を除き、前条に

おいて準用する第8条から第14条ま

で(第10条及び第13条を除く。)、第

17条から第19条まで及び第23条から

第33条までを含む。次条第3項におい

て同じ。)の規定を適用する。この場

合において、第39条第2項中「利用の

申込みに係る法第19条   第3号

に掲げる小学校就学前子どもの数」

とあるのは「利用の申込みに係る法

第19条   第1号に掲げる小学校

就学前子どもの数」と、「満3歳未満

保育認定子ども(特定満3歳以上保育

認定子どもを除く。以下この節にお

いて同じ。)」とあるのは「同号  

     又は同条第3号に掲げる小

学校就学前子どもに該当する教育・

保育給付認定子ども(第52条第1項の

規定により特定利用地域型保育を提

供する場合にあつては、当該特定利

用地域型保育の対象となる法第19条

   第2号に掲げる小学校就学前

子どもに該当する教育・保育給付認

定子どもを含む。)」と、「同号」と

あるのは「同条第3号」と、「教育・

保育給付による認定に基づき、保育

の必要の程度及び家族等の状況を勘
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育を受ける必要性が高いと認められ

る満3歳未満保育認定子どもが優先

的に利用できるよう、」とあるのは

「抽選、申込みを受けた順序により

決定する方法、当該特定地域型保育

事業者の保育に関する理念、基本方

針等に基づく選考その他公正な方法

により」と、第43条第1項中「教育・

保育給付認定保護者」とあるのは「教

育保育給付認定保護者(特別利用地

域型保育の対象となる法第19条第1

項第1号に掲げる小学校就学前子ど

もに該当する教育・保育給付認定子

どもに係る教育・保育給付認定保護

者を除く。)」と、同条第2項中「法

第29条第3項第1号に掲げる額」とあ

るのは「法第30条第2項第2号の内閣

総理大臣が定める基準により算定し

た費用の額」と、同条第3項中「前2

項」とあるのは「前項」と、同条第

4項中「前3項」とあるのは「前2項」

と、「掲げる費用」とあるのは「掲

げる費用及び食事の提供(第13条第4

項第3号ア又はイに掲げるものを除

く。)に要する費用」と、同条第5項

中「前4項」とあるのは「前3項」と

する。 

案し、保育を受ける必要性が高いと

認められる満3歳未満保育認定子ど

もが優先的に利用できるよう、」と

あるのは「抽選、申込みを受けた順

序により決定する方法、当該特定地

域型保育事業者の保育に関する理

念、基本方針等に基づく選考その他

公正な方法により」と、第43条第1項

中「教育・保育給付認定保護者」と

あるのは「教育保育給付認定保護者

(特別利用地域型保育の対象となる

法第19条   第1号に掲げる小学

校就学前子どもに該当する教育・保

育給付認定子どもに係る教育・保育

給付認定保護者を除く。)」と、同条

第2項中「法第29条第3項第1号に掲げ

る額」とあるのは「法第30条第2項第

2号の内閣総理大臣が定める基準に

より算定した費用の額」と、同条第

3項中「前2項」とあるのは「前項」

と、同条第4項中「前3項」とあるの

は「前2項」と、「掲げる費用」とあ

るのは「掲げる費用及び食事の提供

(第13条第4項第3号ア又はイに掲げ

るものを除く。)に要する費用」と、

同条第5項中「前各項」とあるのは「前

3項」とする。 

(特定利用地域型保育の基準) (特定利用地域型保育の基準) 

第52条 特定地域型保育事業者が法第

19条第1項第2号に掲げる小学校就学

前子どもに該当する教育・保育給付

認定子どもに対し特定利用地域型保

育を提供する場合には、法第46条第

1項に規定する地域型保育事業の認

可基準を遵守しなければならない。 

第52条 特定地域型保育事業者が法第

19条  第2号に掲げる小学校就学

前子どもに該当する教育・保育給付

認定子どもに対し特定利用地域型保

育を提供する場合には、法第46条第

1項に規定する地域型保育事業の認

可基準を遵守しなければならない。 

２ 特定地域型保育事業者が、前項の

規定により特定利用地域型保育を提

供する場合には、当該特定利用地域

型保育に係る法第19条第1項第2号に

掲げる小学校就学前子どもに該当す

る教育・保育給付認定子どもの数及

び特定地域型保育事業所を現に利用

２ 特定地域型保育事業者が、前項の

規定により特定利用地域型保育を提

供する場合には、当該特定利用地域

型保育に係る法第19条   第2号

に掲げる小学校就学前子どもに該当

する教育・保育給付認定子どもの数

及び特定地域型保育事業所を現に利
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している同項第3号に掲げる小学校

就学前子どもに該当する教育・保育

給付認定子ども(前条第1項の規定に

より特別利用地域型保育を提供する

場合にあつては、当該特別利用地域

型保育の対象となる法第19条第1項

第1号に掲げる小学校就学前子ども

に該当する教育・保育給付認定子ど

もを含む。)の総数が、第37条第2項

の規定により定められた利用定員の

総数を超えないものとする。 

用している同条第3号に掲げる小学

校就学前子どもに該当する教育・保

育給付認定子ども(前条第1項の規定

により特別利用地域型保育を提供す

る場合にあつては、当該特別利用地

域型保育の対象となる法第19条  

第1号に掲げる小学校就学前子ども

に該当する教育・保育給付認定子ど

もを含む。)の総数が、第37条第2項

の規定により定められた利用定員の

総数を超えないものとする。 

３ 特定地域型保育事業者が、第1項の

規定により特定利用地域型保育を提

供する場合には、特定地域型保育に

は特定利用地域型保育を、地域型保

育給付費には特例地域型保育給付費

を、それぞれ含むものとして、この

節の規定を適用する。この場合にお

いて、第43条第1項中「教育・保育給

付認定保護者」とあるのは「教育・

保育給付認定保護者(特定利用地域

型保育の対象となる法第19条第1項

第2号に掲げる小学校就学前子ども

に該当する教育・保育給付認定子ど

も(特定満3歳以上保育認定子どもに

限る。)に係る教育・保育給付認定保

護者に限る。)」と、同条第2項中「法

第29条第3項第1号に掲げる額」とあ

るのは「法第30条第2項第3号の内閣

総理大臣が定める基準により算定し

た費用の額」と、同条第4項中「掲げ

る費用」とあるのは「掲げる費用及

び食事の提供(特定利用地域型保育

の対象となる特定満3歳以上保育認

定子どもに対するもの及び満3歳以

上保育認定子ども(令第4条第1項第2

号に規定する満3歳以上保育認定子

どもをいう。)に係る第13条第4項第

3号ア又はイに掲げるものを除く。)

に要する費用」とする。 

３ 特定地域型保育事業者が、第1項の

規定により特定利用地域型保育を提

供する場合には、特定地域型保育に

は特定利用地域型保育を、地域型保

育給付費には特例地域型保育給付費

を、それぞれ含むものとして、この

節の規定を適用する。この場合にお

いて、第43条第1項中「教育・保育給

付認定保護者」とあるのは「教育・

保育給付認定保護者(特定利用地域

型保育の対象となる法第19条  第

2号に掲げる小学校就学前子どもに

該当する教育・保育給付認定子ども

(特定満3歳以上保育認定子どもに限

る。)に係る教育・保育給付認定保護

者に限る。)」と、同条第2項中「法

第29条第3項第1号に掲げる額」とあ

るのは「法第30条第2項第3号の内閣

総理大臣が定める基準により算定し

た費用の額」と、同条第4項中「掲げ

る費用」とあるのは「掲げる費用及

び食事の提供(特定利用地域型保育

の対象となる特定満3歳以上保育認

定子どもに対するもの及び満3歳以

上保育認定子ども(令第4条第1項第2

号に規定する満3歳以上保育認定子

どもをいう。)に係る第13条第4項第

3号ア又はイに掲げるものを除く。)

に要する費用」とする。 

   附 則 

この条例は、公布の日から施行し、令和５年４月１日から適用する。 
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議案第１１号 

 

    職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例 

 

 職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

   令和５年６月２１日提出 

                     福島町長  鳴海 清春 

 

    職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例 

 

 職員の特殊勤務手当に関する条例(昭和50年福島町条例第9号)の一部を次の

ように改正する。 

改正前 改正後 

附 則 附 則 

(伝染病防疫作業手当の特例) 

２ 職員が、新型コロナウイルス感染

症(新型コロナウイルス感染症を指

定感染症として定める等の政令(令

和2年政令第11号)第1条に規定する

新型コロナウイルス感染症をいう。)

から町民等の生命及び健康を保護す

るために緊急に行われた措置に係る

業務であつて、感染者等に接して行

う作業、感染者等が使用した物件の

処理及びこれに準ずる作業に従事し

たときは、伝染病防疫作業手当を支

給する。この場合において、第3条の

規定は適用しない。 

 

（削る） 

３ 前項の手当の額は、作業に従事し

た日1日につき、3,000円(感染者等の

身体に接触して又はこれらの者に長

時間にわたり接して行う作業その他

町長がこれに準ずると認める作業に

従事した場合にあつては、4,000円)

とする。 

 

   

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第１２号 

 

福島町放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める 

条例の一部を改正する条例 

 

福島町放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の

一部を改正する条例を次のように定める。 

 

 

   令和５年６月２１日提出 

 

福島町長 鳴海 清春 

 

 

福島町放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める 

条例の一部を改正する条例 

 

福島町放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例

(平成27年福島町条例第14号)の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

附 則 附 則 

(職員に関する経過措置) (職員に関する経過措置) 

第２条 この条例の施行の日から平成

32年3月31日までの間、第10条第3項

の規定の適用については、同項中「修

了したもの」とあるのは、「修了し

たもの(平成32年3月31日までに修了

することを予定している者    

                

             を含

む。)」とする。 

第２条 当分の間         

          、第10条第3項

の規定の適用については、同項中「修

了したもの」とあるのは、「修了し

たもの(放課後児童支援員として雇

用された日の属する年度の翌々年度

の末日までの間で町長が指定する日

までに修了を予定している者を含

む。)」とする。 

    

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第１３号 

 

第５次福島町総合計画の変更について 

 

 

第５次福島町総合計画を変更したいので、福島町議会基本条例第１１条の規

定に基づき議会の議決を求める。 

 

 

 

令和５年６月２１日提出 

 

 

 

福島町長 鳴海 清春 

 

 

１ 第５次福島町総合計画（令和５年度６月改訂版） 

後期実施計画（Ｒ２～Ｒ５）・展望計画 
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暮
ら

し
・

が
ん

予
防

対
策

の
充

実

（
単

位
：

千
円

）

年
度

別
内

訳
展

望
計

画

豊
か

な
環

境
と

若
者

等
の

定
住

対
策

・
子

育
て

環
境

の
充

実

学
び

合
い

、
た

く
ま

し
い

人
を

育
て

る 協
働

の
ま

ち
づ

く
り

・
行

財
政

運
営

の
充

実

総
　

合
　

計

町
民

の
安

全
安

心
な

暮
ら

し
・

が
ん

予
防

対
策

の
充

実

産
業

再
生

に
よ

る
雇

用
創

出
・

次
世

代
を

担
う

リ
ー

ダ
ー

等
の

育
成

変
　

更
　

前

総
　

　
括

　
　

表

基
本

方
向

項
　

目
件

数
総

事
業

費

（
単

位
：

千
円

）

年
度

別
内

訳
展

望
計

画
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別
紙 2
頁

2
頁

R
2

R
3

R
4

R
5

件
数

R
6
～
R
9

R
2

R
3

R
4

R
5

件
数

R
6
～
R
9

国
庫
支
出
金

1
,
2
2
6
,
1
0
0

3
6
1
,
4
0
0

1
6
9
,
4
0
0

1
9
0
,
9
0
0

5
0
4
,
4
0
0

1
9
7
,
7
0
0

国
庫
支
出

金
1
,
2
5
7
,
7
0
0

3
6
1
,
4
0
0

1
6
9
,
4
0
0

1
9
0
,
9
0
0

5
3
6
,
0
0
0

1
9
7
,
7
0
0

道
支
出
金

1
1
8
,
3
5
0

1
2
,
3
0
0

1
5
,
7
0
0

1
7
,
2
5
0

7
3
,
1
0
0

1
0
1
,
5
0
0

道
支
出
金

1
1
8
,
3
5
0

1
2
,
3
0
0

1
5
,
7
0
0

1
7
,
2
5
0

7
3
,
1
0
0

1
0
1
,
5
0
0

町
負
担
金

0
0

0
0

0
0

町
負
担
金

0
0

0
0

0
0

地
方
債

3
,
9
5
0
,
2
0
0

4
9
9
,
0
0
0

6
3
4
,
6
0
0

8
9
1
,
7
0
0

1
,
9
2
4
,
9
0
0

1
,
1
4
0
,
1
0
0

地
方
債

3
,
9
5
0
,
2
0
0

4
9
9
,
0
0
0

6
3
4
,
6
0
0

8
9
1
,
7
0
0

1
,
9
2
4
,
9
0
0

1
,
1
4
0
,
1
0
0

そ
の
他

5
8
0
,
0
0
0

1
3
9
,
9
0
0

1
2
5
,
3
0
0

1
4
4
,
7
0
0

1
7
0
,
1
0
0

5
4
1
,
4
0
0

そ
の
他

5
8
0
,
0
0
0

1
3
9
,
9
0
0

1
2
5
,
3
0
0

1
4
4
,
7
0
0

1
7
0
,
1
0
0

5
4
1
,
4
0
0

一
般
財
源

1
,
3
4
2
,
9
5
0

2
4
1
,
0
0
0

4
2
5
,
0
0
0

3
9
6
,
2
5
0

2
8
0
,
7
0
0

6
9
6
,
0
0
0

一
般
財

源
1
,
3
6
1
,
3
5
0

2
4
1
,
0
0
0

4
2
5
,
0
0
0

3
9
6
,
2
5
0

2
9
9
,
1
0
0

6
9
6
,
0
0
0

事
業
費

7
,
2
1
7
,
6
0
0

1
,
2
5
3
,
6
0
0

1
,
3
7
0
,
0
0
0

1
,
6
4
0
,
8
0
0

2
,
9
5
3
,
2
0
0

2
,
6
7
6
,
7
0
0

事
業
費

7
,
2
6
7
,
6
0
0

1
,
2
5
3
,
6
0
0

1
,
3
7
0
,
0
0
0

1
,
6
4
0
,
8
0
0

3
,
0
0
3
,
2
0
0

2
,
6
7
6
,
7
0
0

国
庫
支
出
金

0
0

0
0

0
0

国
庫
支
出
金

0
0

0
0

0
0

道
支
出
金

0
0

0
0

0
0

道
支
出

金
0

0
0

0
0

0

町
負
担
金

0
0

0
0

0
0

町
負
担
金

0
0

0
0

0
0

地
方
債

1
5
9
,
4
0
0

4
2
,
4
0
0

4
3
,
1
0
0

5
4
,
4
0
0

1
9
,
5
0
0

3
7
,
4
0
0

地
方
債

1
5
9
,
4
0
0

4
2
,
4
0
0

4
3
,
1
0
0

5
4
,
4
0
0

1
9
,
5
0
0

3
7
,
4
0
0

そ
の
他

0
0

0
0

0
0

そ
の
他

0
0

0
0

0
0

一
般
財
源

4
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

0
一
般
財

源
4
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

0

事
業
費

1
5
9
,
8
0
0

4
2
,
5
0
0

4
3
,
2
0
0

5
4
,
5
0
0

1
9
,
6
0
0

3
7
,
4
0
0

事
業
費

1
5
9
,
8
0
0

4
2
,
5
0
0

4
3
,
2
0
0

5
4
,
5
0
0

1
9
,
6
0
0

3
7
,
4
0
0

国
庫
支
出
金

0
0

0
0

0
0

国
庫
支
出
金

0
0

0
0

0
0

道
支
出
金

0
0

0
0

0
0

道
支
出

金
0

0
0

0
0

0

町
負
担
金

0
0

0
0

0
0

町
負
担
金

0
0

0
0

0
0

地
方
債

5
3
,
8
0
0

8
,
0
0
0

0
4
5
,
8
0
0

0
0

地
方
債

5
3
,
8
0
0

8
,
0
0
0

0
4
5
,
8
0
0

0
0

そ
の
他

6
,
1
0
0

6
,
1
0
0

0
0

0
0

そ
の
他

6
,
1
0
0

6
,
1
0
0

0
0

0
0

一
般
財
源

2
9
,
2
0
0

0
6
,
6
0
0

1
1
,
2
0
0

1
1
,
4
0
0

0
一
般
財

源
2
9
,
2
0
0

0
6
,
6
0
0

1
1
,
2
0
0

1
1
,
4
0
0

0

事
業
費

8
9
,
1
0
0

1
4
,
1
0
0

6
,
6
0
0

5
7
,
0
0
0

1
1
,
4
0
0

0
事
業
費

8
9
,
1
0
0

1
4
,
1
0
0

6
,
6
0
0

5
7
,
0
0
0

1
1
,
4
0
0

0

国
庫
支
出
金

4
9
,
2
0
0

1
2
,
3
0
0

2
6
,
7
0
0

1
0
,
2
0
0

0
0

国
庫
支
出
金

4
9
,
2
0
0

1
2
,
3
0
0

2
6
,
7
0
0

1
0
,
2
0
0

0
0

道
支
出
金

0
0

0
0

0
0

道
支
出

金
0

0
0

0
0

0

町
負
担
金

0
0

0
0

0
0

町
負
担
金

0
0

0
0

0
0

地
方
債

2
7
5
,
2
0
0

1
9
,
5
0
0

1
7
0
,
5
0
0

7
0
,
7
0
0

1
4
,
5
0
0

4
0
,
7
0
0

地
方
債

2
7
5
,
2
0
0

1
9
,
5
0
0

1
7
0
,
5
0
0

7
0
,
7
0
0

1
4
,
5
0
0

4
0
,
7
0
0

そ
の
他

0
0

0
0

0
0

そ
の
他

0
0

0
0

0
0

一
般
財
源

3
7
,
4
0
0

3
,
6
0
0

9
,
9
0
0

2
0
,
3
0
0

3
,
6
0
0

1
4
,
4
0
0

一
般
財

源
3
7
,
4
0
0

3
,
6
0
0

9
,
9
0
0

2
0
,
3
0
0

3
,
6
0
0

1
4
,
4
0
0

事
業
費

3
6
1
,
8
0
0

3
5
,
4
0
0

2
0
7
,
1
0
0

1
0
1
,
2
0
0

1
8
,
1
0
0

5
5
,
1
0
0

事
業
費

3
6
1
,
8
0
0

3
5
,
4
0
0

2
0
7
,
1
0
0

1
0
1
,
2
0
0

1
8
,
1
0
0

5
5
,
1
0
0

3
1
0

1
4
9

8

年
　
度
　
別
　
内
　
訳

6
6 0

6
6 0

4
2

そ
の
他

1
4
8

8 1
0

一
部
事
務
組
合

そ
の
他

町
町

3

一
部
事
務
組
合

道
4

2
道

変
　
更
　
前

変
　
更
　
後

総
括
表
（
事
業
主
体
別
内
訳
）

総
括
表
（
事
業
主
体
別
内
訳
）

件
数

総
事
業
費

総
事
業
費

（
単
位
：
千
円
）

（
単
位
：
千
円
）

展
望
計
画

年
　
度
　
別
　
内
　
訳

展
望
計
画

事
 
業
 
主
 
体
 
別
 
内
 
訳

件
数

事
 
業
 
主
 
体
 
別
 
内
 
訳
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別
紙 7
頁

7
頁

【
基

本
方

向
】

産
業

再
生

に
よ

る
雇

用
創

出
・

次
世

代
を

担
う

リ
ー

ダ
ー

等
の

育
成

（
産

業
・

人
財

育
成

）
【

基
本

方
向

】
産

業
再

生
に

よ
る

雇
用

創
出

・
次

世
代

を
担

う
リ

ー
ダ

ー
等

の
育

成
（

産
業

・
人

財
育

成
）

【
項

目
】

　
　

商
工

業
、

地
場

産
品

【
項

目
】

　
　

商
工

業
、

地
場

産
品

（
単

位
:
千

円
）

（
単

位
:
千

円
）

R
2

R
3

R
4

R
5

R
2

R
3

R
4

R
5

7
1
,
7
0
0

3
9
,
9
0
0

7
6
,
8
0
0

0
7
1
,
7
0
0

3
9
,
9
0
0

7
6
,
8
0
0

3
7
,
3
0
0

9
頁

9
頁

【
基

本
方

向
】

産
業

再
生

に
よ

る
雇

用
創

出
・

次
世

代
を

担
う

リ
ー

ダ
ー

等
の

育
成

（
産

業
・

人
財

育
成

）
【

基
本

方
向

】
産

業
再

生
に

よ
る

雇
用

創
出

・
次

世
代

を
担

う
リ

ー
ダ

ー
等

の
育

成
（

産
業

・
人

財
育

成
）

【
項

目
】

　
　

産
業

創
造

と
雇

用
労

働
対

策
【

項
目

】
　

　
産

業
創

造
と

雇
用

労
働

対
策

（
単

位
:
千

円
）

（
単

位
:
千

円
）

R
2

R
3

R
4

R
5

R
2

R
3

R
4

R
5

変
　

更
　

前
変

　
更

　
後

1
3
2
,
4
0
0

7
1
,
9
0
0

1
1
2
,
8
0
0

5
6
,
3
0
0

2
7
6
,
0
0
0

7
3
7
3
,
4
0
0

0

地
域

商
品

券
発

行
地

域
商

品
券

発
行

地
域

商
品

券
発

行
、

経
営

持
続

化
助

成
金

、
地

域
商

店
街

活
性

化
事

業

地
域

商
品

券
発

行
、

経
営

持
続

化
助

成
金

、
地

域
商

店
街

活
性

化
事

業

展
望

計
画

（
R
6
～

R
9
）

事
業

名
事

業
主

体
概

算
事

業
費

年
　

度
　

別
　

計
　

画
展

望
計

画
（

R
6
～

R
9
）

（
略

）

0

地
域

経
済

緊
急

支
援

事
業

町

7
6
,
0
0
0

項
目

合
計

（
略

）

2
2
5
,
7
0
0

1
,
2
0
1
,
8
0
0

2
1

7
4
2
,
6
0
0

基
本

方
向

合
計

4
9

2
,
4
6
4
,
3
0
0

基
本

方
向

合
計

4
9

2
,
4
2
7
,
0
0
0

4
4
8
,
6
0
0

3
6
2
,
5
0
0

4
1
4
,
1
0
0

事
業

名
事
業

主
体

概
算
事
業
費

年
　
度

　
別

　
計

　
画

展
望

計
画

（
R
6
～

R
9
）

事
業

名
事

業
主

体
概

算
事

業
費

（
略

）
（

略
）

項
目

合
計

7
3
3
6
,
1
0
0

1
3
2
,
4
0
0

7
1
,
9
0
0

1
1
2
,
8
0
0

1
9
,
0
0
0

2

（
略

）

変
　

更
　

後
変

　
更

　
前

1
,
2
3
9
,
1
0
0

3
6
2
,
5
0
0

4
1
4
,
1
0
0

事
業

名
事
業

主
体

地
域

経
済

緊
急

支
援

事
業

町
1
8
8
,
4
0
0

地
域

商
品

券
発

行
、

経
営

持
続

化
助

成
金

、
地

域
商

店
街

活
性

化
事

業

地
域

商
品

券
発

行
、

経
営

持
続

化
助

成
金

、
地

域
商

店
街

活
性

化
事

業

地
域

商
品

券
発

行

（
略

）

概
算
事
業
費

年
　
度

　
別

　
計

　
画

年
　

度
　

別
　

計
　

画
展

望
計

画
（

R
6
～

R
9
）

2
1

7
4
2
,
6
0
0

4
4
8
,
6
0
0
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1
2
頁

1
0
頁

【
基

本
方

向
】

町
民

の
安

心
安

全
な

暮
ら

し
・

が
ん

予
防

対
策

の
充

実
（

保
健

・
医

療
・

福
祉

）
【

基
本

方
向

】
町

民
の

安
心

安
全

な
暮

ら
し

・
が

ん
予

防
対

策
の

充
実

（
保

健
・

医
療

・
福

祉
）

【
項

目
】

　
　

地
域

福
祉

【
項

目
】

　
　

地
域

福
祉

（
単

位
:
千

円
）

（
単

位
:
千

円
）

R
2

R
3

R
4

R
5

R
2

R
3

R
4

R
5

0
0

0
1
2
,
7
0
0

1
3
頁

1
3
頁

【
基

本
方

向
】

町
民

の
安

心
安

全
な

暮
ら

し
・

が
ん

予
防

対
策

の
充

実
（

保
健

・
医

療
・

福
祉

）
【

基
本

方
向

】
町

民
の

安
心

安
全

な
暮

ら
し

・
が

ん
予

防
対

策
の

充
実

（
保

健
・

医
療

・
福

祉
）

【
項

目
】

　
　

高
齢

者
の

福
祉

【
項

目
】

　
　

高
齢

者
の

福
祉

（
単

位
:
千

円
）

（
単

位
:
千

円
）

R
2

R
3

R
4

R
5

R
2

R
3

R
4

R
5

3
4
頁

3
4
頁

【
基

本
方

向
】

協
働

の
ま

ち
づ

く
り

・
行

財
政

運
営

の
充

実
（

住
民

活
動

、
行

財
政

）
【

基
本

方
向

】
協

働
の

ま
ち

づ
く

り
・

行
財

政
運

営
の

充
実

（
住

民
活

動
、

行
財

政
）

【
項

目
】

　
　

行
政

運
営

【
項

目
】

　
　

行
政

運
営

（
単

位
:
千

円
）

（
単

位
:
千

円
）

R
2

R
3

R
4

R
5

R
2

R
3

R
4

R
5

1
4
2
,
2
0
0

1
,
1
5
1
,
7
0
0

7
1
0
1
,
0
0
0

（
略

）

展
望

計
画

（
R
6
～

R
9
）

事
業

主
体

概
算

事
業

費
年

　
度

　
別

　
計

　
画

基
本

方
向

合
計

2
5

1
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議案第１４号 

 

財産（インターネット系サーバ等）の取得について 

 

次のとおり財産を取得するため、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は

処分に関する条例（昭和３９年福島町条例第１１号）第３条の規定に基づき、議会

の議決を求める。 

 

 令和５年６月２１日提出 

 

 

 福島町長 鳴海 清春 

 

 

記 

 

 

１ 財産の名称及び数量  インターネット系サーバ等  一式 

 

２ 取得価格       ３８，５００，０００円 

 

３ 取得の相手方     札幌市中央区北４条西６丁目 

          北海道市町村備荒資金組合 

          組合長職務代理者 副組合長 三井 一敏 

 

４ 北海道市町村備荒資金組合の契約の相手方 

             函館市本町６番７号 

             ファーストクラウド株式会社 

             代表取締役 佐々木 浩美 

 

５ 取得の方法      随意契約 
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議案第１５号 

 

支払督促の申立てに係る訴えの提起について 

 

 福島町出産祝金の返還金請求に係る支払督促の申立てについて、債務者から

異議の申立てがなされた場合、民事訴訟法（平成８年法律第109号）第395条の

規定により、支払督促の申立ての時に訴えの提起があったものとみなされるた

め、地方自治法（昭和22年法律第67号）第96条第１項第12号の規定に基づき、

議会の議決を求める。 

 

令和５年６月２１日提出 

 

福島町長 鳴海 清春 

 

 

 

１ 債務者 

・住   所  ○                   

・氏   名  ○     

２ 事 件 名  福島町出産祝金の返還金請求事件 

３ 請求の内容  町外への転出に伴う受給資格喪失により発生した福島

町出産祝金返還金のうち、未払返還金９７０,０００円 
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議案第１６号 

 

支払督促の申立てに係る訴えの提起について 

 

 福島町出産祝金の返還金請求に係る支払督促の申立てについて、債務者から

異議の申立てがなされた場合、民事訴訟法（平成８年法律第109号）第395条の

規定により、支払督促の申立ての時に訴えの提起があったものとみなされるた

め、地方自治法（昭和22年法律第67号）第96条第１項第12号の規定に基づき、

議会の議決を求める。 

 

令和５年６月２１日提出 

 

福島町長 鳴海 清春 

 

 

 

１ 債務者 

・住   所  ○                   

・氏   名  ○     

２ 事 件 名  福島町出産祝金の返還金請求事件 

３ 請求の内容  町外への転出に伴う受給資格喪失により発生した福島 

町出産祝金返還金のうち、未払返還金１６５,０００円 
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議案第１７号 

 

令和５年度福島町一般会計補正予算（第３号） 

 

 令和５年度福島町の一般会計補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ78,939千円を追加し、歳入歳

出予算の総額を歳入歳出それぞれ5,345,078千円とする。 

 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

 

   令和５年６月２１日提出 

 

                   福島町長  鳴海 清春 
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（歳  入） （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

13
国 庫 支 出 金 259,190 22,211 281,401

２
国 庫 補 助 金 114,420 22,211 136,631

17
繰 入 金 439,052 52,078 491,130

２
基 金 繰 入 金 439,049 52,078 491,127

19
諸 収 入 116,520 4,650 121,170

５
雑 入 42,549 4,650 47,199

5,266,139 78,939 5,345,078

第 １ 表　歳　入　歳　出　予　算　補　正

歳　入　合　計
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（歳  出） （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

１
議 会 費 49,428 3,040 52,468

１
議 会 費 49,428 3,040 52,468

２
総 務 費 388,381 6,257 394,638

１
総 務 管 理 費 251,798 6,200 257,998

２
徴 税 費 13,077 57 13,134

３
民 生 費 481,343 46,566 527,909

１
社 会 福 祉 費 407,664 32,261 439,925

２
児 童 福 祉 費 68,171 14,305 82,476

６
農 林 水 産 業 費 305,927 1,272 307,199

２
林 業 費 53,145 919 54,064

３
水 産 業 費 121,941 353 122,294

７
商 工 費 116,804 5,150 121,954

１
商 工 費 116,804 5,150 121,954

８
土 木 費 466,636 13,200 479,836

２
道 路 橋 梁 費 166,325 3,000 169,325

４
都 市 計 画 費 25,731 7,200 32,931

５
住 宅 費 238,928 3,000 241,928

第 １ 表　歳　入　歳　出　予　算　補　正
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（歳  出） （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

10
教 育 費 198,512 3,107 201,619

１
教 育 総 務 費 75,115 624 75,739

４
社 会 教 育 費 11,134 1,980 13,114

５
保 健 体 育 費 75,463 503 75,966

12
諸 支 出 金 241,043 347 241,390

２
特別会計繰出金 237,543 347 237,890

5,266,139 78,939 5,345,078歳　出　合　計
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歳入歳出予算事項別明細書 
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１　総  括（歳  入） （単位：千円）

款 補 正 前 の 額 補    正    額 計

13
国 庫 支 出 金 259,190 22,211 281,401

17
繰 入 金 439,052 52,078 491,130

19
諸 収 入 116,520 4,650 121,170

5,266,139 78,939 5,345,078

歳入歳出予算補正事項別明細書

歳入合計
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総  括（歳  出）

款 補正前の額 補 正 額 計
国道支出金 地方債 その他

1
議 会 費 49,428 3,040 52,468 3,040 

2
総 務 費 388,381 6,257 394,638 6,257 

3
民 生 費 481,343 46,566 527,909 22,211 28 24,327 

6
農林水産業費 305,927 1,272 307,199 1,272 

7
商 工 費 116,804 5,150 121,954 5,150 

8
土 木 費 466,636 13,200 479,836 4,622 8,578 

10
教 育 費 198,512 3,107 201,619 3,107 

12
諸 支 出 金 241,043 347 241,390 347 

5,266,139 78,939 5,345,078 22,211 4,650 52,078 歳出合計

歳入歳出予算補正事項別明細書

（単位：千円）
補 正 額 の 財 源 内 訳

特   定   財   源
一般財源
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議案第１８号 

 

令和５年度福島町国民健康保険特別会計補正予算（第２号） 

 

 令和５年度福島町の国民健康保険特別会計補正予算（第２号）は、次に定める

ところによる。 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ277千円を追加し、歳入歳出予

算の総額を歳入歳出それぞれ734,415千円とする。 

 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表  歳入歳出予算補正」による。 

 

 

   令和５年６月２１日提出 

 

                   福島町長  鳴海 清春      
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（歳  入） （単位：千円）

款 項 補正前の額 補  正  額 計

５

繰 入 金 70,013 276 70,289

１

他 会 計 繰 入 金 48,650 273 48,923

２

基 金 繰 入 金 21,363 3 21,366

７

諸 収 入 11 1 12

１

延滞金・加算金 6 1 7

及び過料

734,138 277 734,415

第１表 　歳入歳出予算補正

歳　入　合　計
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（歳  出） （単位：千円）

款 項 補正前の額 補 正 額 計

１

総 務 費 6,042 273 6,315

１

総 務 管 理 費 2,827 4 2,831

２

徴 税 費 1,631 269 1,900

５

保 健 事 業 費 10,418 4 10,422

１

特定健康診査等事業費 8,883 4 8,887

734,138 277 734,415

第１表　歳入歳出予算補正

歳　出　合　計
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歳入歳出予算事項別明細書 
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１　総  括（歳  入） （単位：千円）

款 補 正 前 の 額 補    正    額 計

５
繰 入 金 70,013 276 70,289

７
諸 収 入 11 1 12

734,138 277 734,415

歳入歳出予算補正事項別明細書

歳入合計
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総  括（歳  出）

款 補正前の額 補 正 額 計
国道支出金 地方債 その他

１
総 務 費 6,042 273 6,315 273 0 

５
保 健 事 業 費 10,418 4 10,422 4

734,138 277 734,415 273 4 歳出合計

歳入歳出予算補正事項別明細書

（単位：千円）
補 正 額 の 財 源 内 訳

特   定   財   源
一般財源
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議案第１９号 

 

令和５年度福島町国民健康保険診療所特別会計補正予算（第１号） 

 

 令和５年度福島町の国民健康保険診療所特別会計補正予算（第１号）は、次に

定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ74千円を追加し、歳入歳出予

算の総額を歳入歳出それぞれ111,186千円とする。 

 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

 

   令和５年６月２１日提出 

 

                   福島町長  鳴海 清春 
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（歳  入） （単位：千円）

款 項 補正前の額 補  正  額 計

２

繰 入 金 31,810 74 31,884

１

他 会 計 繰 入 金 31,810 74 31,884

111,112 74 111,186

第１表 　歳入歳出予算補正

歳　入　合　計
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（歳  出） （単位：千円）

款 項 補正前の額 補 正 額 計

１

総 務 費 41,516 74 41,590

１

総 務 管 理 費 41,516 74 41,590

111,112 74 111,186

第１表　歳入歳出予算補正

歳　出　合　計
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歳入歳出予算事項別明細書 
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１　総  括（歳  入） （単位：千円）

款 補 正 前 の 額 補    正    額 計

２
繰 入 金 31,810 74 31,884

111,112 74 111,186

歳入歳出予算補正事項別明細書

歳入合計
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総  括（歳  出）

款 補正前の額 補 正 額 計
国道支出金 地方債 その他

１

総 務 費 41,516 74 41,590 74

111,112 74 111,186 74歳出合計

歳入歳出予算補正事項別明細書

（単位：千円）
補 正 額 の 財 源 内 訳

特   定   財   源
一般財源
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報告第１号 

 

令和４年度福島町一般会計繰越明許費の報告について 

 

 

令和４年度福島町の一般会計繰越明許費について、地方自治法施行令第１４６

条第２項の規定により、別紙のとおり繰り越したので報告する。 

 

 

 

 

    令和５年６月２１日提出 

 

                                      福島町長 鳴海 清春 

 

 

89



別
紙

（
単
位
：
円
）

既
　

収
　

入

特
 
定

 
財

 
源

国
道

支
出

金
地

方
債

そ
の

他

6
.
農

林
水

産
業

費
3
.
水

産
業

費
種

苗
生

産
等

施
設

整
備

事
業

8
5
6
,
0
0
0
,
0
0
0

8
5
6
,
0
0
0
,
0
0
0

4
2
1
,
5
4
2
,
0
0
0

4
1
4
,
5
0
0
,
0
0
0

1
9
,
9
5
8
,
0
0
0

8
5
6
,
0
0
0
,
0
0
0

8
5
6
,
0
0
0
,
0
0
0

4
2
1
,
5
4
2
,
0
0
0

4
1
4
,
5
0
0
,
0
0
0

1
9
,
9
5
8
,
0
0
0

計

令
和

４
年

度
 
 
 
 
福

 
島

 
町

 
繰

 
越

 
明

 
許

 
費

 
繰

 
越

 
計

 
算

 
書

款
項

事
　

　
業

　
　

名
金

 
 
 
 
 
 
額

翌
年

度
繰

越
額

左
　
　
の
　
　
財
　
　
源

未
収

入
特

定
財

源
一
般
財
源

90


